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・ 「ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討」（Discussion Paper No.33（2004.1）） 
・ 「臓器移植を事例とする科学技術の社会的ガバナンスの検討–中間的専門機関の重要性-」
（Policy Study No.9（2005.5）） 
・ 「科学技術の社会的ガバナンスにおいて専門職能集団が果たす自律的機能の検討–医療の
























































① ド イ ツ の 全 て の 医 師 は 、 各 州 の 医 療 職 法 に 基 づ き 、 そ れ ぞ れ の 州 医 師 会
（Landesärztekammer）に加盟が義務付けられている。②各州の州医師会を取りまとめるため、州医
師会がドイツ連邦医師会（Bundesärztekammer）を設立し、各州の医師会の調整や代表の役割を果
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① 科学技術の発展により個人の生活、物の豊かさは向上した  
  （個人個人の生活の楽しみ、物の豊かさ、労働条件、健康状態、社会や生活の安
全性について）                     67.4-78.9% 
② 科学技術は、 
    ・国際的な競争力を高めるのに不可欠           ７０．６％ 
    ・人類に新たな知識をもたらすという意味で不可欠     ６８．４％  
    ・今後、心の豊かさも実現するものであるべき           ８０．５％   
    ・細分化され専門家でなければわからなくなる          ８４．２％  
    ・悪用されたり誤って使われる危険がある           ８３．６％   
    ・進歩が速すぎ自分がついていけなくなる             ７７．４％   
③ 科学技術の政策形成に国民自身の参画がより一層必要        ７１．７％   
 














































英国では、1982 年に「生殖補助医療及びヒト胚研究に関する諮問委員会」（Committee of 
Inquiry into Human Fertilisation and Embryology）が設置された。同委員会は哲学、神
学、行政、助産婦、医師、心理学、医学研究、ソーシャルワーカー、弁護士、里親協会、
財団理事長など多様な領域から選任された計 16 人の委員で討議を行い、1984 年に報告書
（Warnock Report,ワーノック報告と呼称）を公表した 7)。 
この諮問委員会報告に基づき、ヒト胚の取扱いに関する法律（Human Fertilisation and 
Embryology (HFE) Act）が 1990 年に制定され、それに基づいて、翌 1991 年、ヒト胚の管







ヒト胚の取扱いに関する法律（HFE Act） は、専らヒト胚の管理に関わる機関として HFEA
を設立するとし、その基本的機構・機能の具体的内容について規定した。HFEA は、保健省















 HFEA の委員会には、機能に応じて①組織・財政委員会（Organisation & Finance 
Committee）(6 名)、②規制委員会（Regulation Committee）(6 名)、③査察委員会（Audit 
Committee）(7 名)、④科学的臨床的先進グループ（Scientific & Clinical Advances Group）
(12 名)、⑤倫理・法委員会（Ethics & Law Committee）(12 名)、⑥情報管理プログラム
（Information Management Program）（13 名）があり、各々が機能する（委員には重複があ
り、また人数には、保健省からのオブザーバーなど HFEA 委員以外の者を一部含む）。 









“Engaging with the public”として以下のとおりのコミュニケーション活動を行ってい
る。 
①オープン会議：課題に対するコンサルテーションペーパーを作成・公表して、知識の共
有を図り、広く告知して、当該課題についての公衆と HFEA の委員との討論会を開く 8)。 
②患者への援助：患者向けガイドブック（HFEA Directory of Clinics 2003/04）の作成な










集し、HFEA 議長、HFEA 委員、保健省の担当者の 3 名による面接等を経て選考されるが、
















































ーで施設ごとにライセンスが付与される。2004 年 8 月現在で、生殖補助医療実施施設を中
心に 108 の施設が許認可を受けライセンス登録がされている。うち、治療と研究双方を行
う施設が 17 施設、研究のみは７施設である。なお、治療施設のうち、我が国で議論のある














保しているといえる。件数としては、最初の 9 年間で 2 施設の取り消しがあったといわれ
ている（ブリンスデン 2000）。 
 
一方、研究については、1991 年以来（2004 年時で）156 件の研究申請があり、124 件が
承認され、30 件の研究が稼動中である。この中には、10 件の ES 細胞関連研究、3 件の単
為生殖関連研究、1 件のクローン技術関連研究を含む。 
HFEA に申請される研究課題は、まず研究実施機関外の倫理委員会の審査（例えば、公的





なお、ES 細胞に関しては、ヒト胚から樹立されるまでは HFEA の監督の範囲であるが、い
ったん樹立された後の使用には関与しない。また、2002 年に英国の公的医学研究の予算管
 9 
















検）の観点から 5 名、科学研究の観点から 23 名、倫理的社会的観点から 15 名、その他 2












 実施規範は HFEA で策定され、所管の保健省大臣（閣内相）の承認を得て効力を発する。
現在運用されているのは第 7版（2007 年発行）である*。 




































は HFEA Directory of Clinics：Your guide to Infertility 2003/04、あるいは The Patients’ 






























始予定の人体組織管理に係る機関（The European Union Tissue and Cells Directive (EUTD)）









た。HFEA はこの計画を認可したが、CORE (Comment on Reproductive Ethics)というカトリ
ック系の圧力団体がこれに反対して告発した。法廷闘争の結果、裁判では HFEA が敗訴し、













キング（David King）氏は、2002 年 4 月に来日した際の講演において、科学技術政策にお
ける新たな政策的枠組みの先駆的成功例として、HFEA に言及した。 
 
２－４ HFEA と同様な機関の例 
（１）ヒト組織管理機関（Human Tissue Authority, HTA） 
 2003 年 Human Tissue Act 2004 が議会で成立し、その中に HTA の設立が盛り込まれた(Part 




このように、ヒト組織の取扱いのあり方を規定した Human Tissue Act 2004 と、管理運
用機関である Human Tissue Authority の設置は、法律と当該の中間的専門機関から成る制
度の英国における普遍的適応発展の兆しであるといっても言い過ぎではない。 
なお、ヒト臓器、組織、細胞に関する法律（Human Tissue Act 2004）の成立により、ヒ
ト組織管理機関（Human Tissue Authority）が設立され、HFEA と同機関とで、双方が関与
する共通領域が存在するため、 Regulatory Authority for Fertility and Human 
Tissue(RAFT)の設立が構想されている。 
 
（２）フランスの生物医学機構 (l‘Agence de la biome’decine) 
フランスは 1994 年にヒト胚に関する厳しい保護的立場を含む人体組織利用に関する法律、



























                                                              
 






                                
 
 






HFEA: Human fertilisation and embryology authority  


















































省告示として、「特定胚の取扱いに関する指針」（2001 年 12 月）及び「ヒトＥＳ細胞の樹立



























































































に関する状況は我が国とは大きく異なっている。我が国（人口約 1億 3,000 万）では、1997
年の臓器移植法の施行以降 2003 年までの集計（6年間）で 30 例の脳死移植臓器提供に止ま
ったのに対し、韓国（人口約 4,800 万）では同時期において 600 例を超える脳死臓器移植

















実施数も、その減少要因に対応した 2002 年の法改正実施後は、増加に転じている。 
1979 年の最初の脳死者からの臓器移植の実施以降、施行された脳死移植数の推移は次頁





























































































② KONOS が、臓器移植の管理と促進、苦情処理を統合的に担う。 

































保健省に属する機関である KONOS は図表 3-2 のような組織構造をもつ（括弧内は仮称）。 
現在 KONOS の職員は総勢 25 名、国立機関に属する公務員であり、9 名が Planning Div.
（企画部）に、16 名が Coordinating Div.（斡旋部）に所属している。斡旋部では、所属























を参考にしたといわれており、図表 3-3 (27 頁)に示した移植医療の手続き全般を管理して
いる。 











Director of Planning Division 
（企画部長） 














































































① 臓器移植登録機関(Organ transplant registration institute) 
② 脳死判定機関(Brain death judgment hospital) 
③ 臓器移植機関(Organ transplant hospital) 












登録業務の窓口となる臓器移植登録機関は、2004 年 5 月現在、全部で 117 施設あり*、
ドナー及びレシピエントの登録の端末として機能する。いずれも適切な説明が与えられ
た後、当人の意思決定を経て、登録の書式が作成され、登録される。登録された情報は































2004 年 5 月現在、斡旋機関の数は 15 施設となっている****。 
 







作成し、脳死判定委員会に提出する。同委員会は、3 名以上の専門医師を含む 6 名（2002









































































































 ② ③  
① ④ 
 





























































































































































































































































適 正 な 制
度・組織、
提 供 病 院













































（瓜生原ら2004 をもとに作成。TPM：Transplant Procurement Management、本文参照） 
 29 
スペインモデルにおいて施策の中核をなすのは次の 2 点である。第一には、まず、臓器









以下のとおりのプログラムが ONT を中心に実施されている。 
 ①潜在的ドナー確認プログラム（Quality assurance program）: 各病院の ICU における
全ての死亡患者が臓器提供に適合するかどうかを体系的に確認するプログラム。TPM は、





・ 一般国民・医療関係者 24 時間問合せホットラインを設置 
・ ジャーナリスト、マスコミ、ステークホルダーとの定期的なミーティング 
  ・ 国・地域医療スタッフ、TPM へのマスコミとのコミュニケーション訓練コース 
  ・ 臓器提供・移植に関する反対意見へのマスメディアを通じた対応 
 ④医療スタッフへの教育プログラム： 








・ 臓器提供者の 3分の１は、移植ユニットのない一般病院で発生することから、全ての ICU
を有する病院に臓器移植責任者 TPM を配置。 
・ 2002 年時点で 146 臓器提供施設に 534 名の、百万人当たり 12.7 名の TPM スタッフを配
置。TPM スタッフの内訳：パートタイム勤務 70.3%、医師 80.5%（ICU 75.7%、麻酔科 8.1%、


















































医療スタッフ（医師 5 名、看護士 8 名） 















































































































































































































(a) 医師会 Ärztekammer 
(b) 保険医協会 Kassenärzte Vereinigung 
(c) 病院協会 Deutsche Krankenhausgesellschaft 
(d) 連邦政府 Bundesregierung 
(e) 州政府 Landesregierung 





















































































































































のコントロールに関わる機関 IQN の設立などで、共同的に機能している。 
 
（２）ドイツ保険医協会 Kassenärzte Vereinigung 
 ドイツでは医師をその保険診療報酬の支払い制度の違いから、病院に勤務する勤務医と、
開業医とを区別して考える必要がある。 





































































































































































































在およそ収入の 14％程度の支払額＊といわれている 15）。 
 
＊：各国の医療費負担 
我が国は、2001 年現在、主要国の中で最も平均寿命が長く（WHO The world health report 2002：
男性 78.1 歳、女性 84.9 歳、いずれも世界 1 位）、先進諸国の中では、国民一人当たり支払う医療費の
額も低い水準に止まっている(OECD Health Data, 2002: 日本は GDP 比 7.8%（米 14.6、独 10.9、仏 9.7、
英 7.7％）、OECD 加盟国(30 カ国)中 18 位、国民一人あたりの支出 2,077 米ドル（米 5,267、独 2,817、






















































































































































































































































































以下のとおりの要件が指摘されている（EU Commission 2003）。 
①開かれた仕組み      ②参画            ③説明責任 






















議する（医師法（昭和 23 年 7 月 30 日法律第 201 号（最終改正平成 14 年 2 月 8 日法律第 1 号）、及び、












































































協 働 的 な









































































































































































































































ランダ・モデル＊」に相当の構造といえると考えられる（甲斐 2005、白井 2003/2004）。 
 



























































































































































専門家評価 倫 理 委 員 会
権限委譲 
柔軟性 個別判断 














































































































































































































員は国民議会 2 名、上院 2 名、経済･社会評議会 2 名、国務院 2 名、最高司法裁判所 2 名、




ものとして「生物医学機構(l‘Agence de la biome’decine)」という公的施設が設置され
る等、法的規制の限界と許認可管理機関の役割の必要性を示唆している。 












































































































































































































































































牧山康志 『ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討』Discussion Paper No.33 ，科学
技術政策研究所（2004） 
牧山康志 『臓器移植を事例とする科学技術の社会的ガバナンスの検討－中間的専門




國谷 実・大山真未 『先端科学技術と法的規制』 Policy Study No. 1、國谷 実・
大山真未・伊藤 晃輔・木場隆夫、科学技術政策研究所 第 2調査研究グループ、
（1999）  














◇平成 9年法律第１０４号、1997 年 7 月 
「臓器の移植に関する法律」 
◇平成 12 年法律第１４６号、2000 年 12 月 
「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」 
◇平成 15 年法律第９７号、2003 年 6 月 
「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」 
 
◇平成 13 年厚生労働・文部科学・経済産業省告示第１号、2001 年 3 月 
 平成 16 年 12 月 28 日全部改正 
「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」 
◇平成 13 年文部科学省告示第１５５号、2001 年 9 月 
「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」 
◇平成 13 年文部科学省告示第１７３号、2001 年 12 月 
「特定胚の取扱いに関する指針」（法律に基づく） 
◇平成 14 年文部科学省・厚生労働省告示第１号、2002 年 3 月 
 平成 16 年 12 月 28 日全部改正 
「遺伝子治療臨床研究に関する指針」 
◇平成 14 年文部科学省・厚生労働省告示第２号、2002 年 6 月 
 平成 16 年 12 月 28 日全部改正 
「疫学研究に関する倫理指針」 
◇平成 14 年文部科学省告示第５号、2002 年 1 月 
「組換え DNA 実験指針」 
当「組換え DNA 実験指針」指針は、昭和 54 年、当時の科学技術庁及び文部省（「大学等の研究機関等
における組換え DNA 実験指針」）が、それぞれ別に定めた指針により運用を行ったのが始まりであるが、











































   人の生命の誕生はいつからか。この命題に対して、キリスト教カトリックは「受精
の瞬間から」とし、ユダヤ教は「子宮に着床した時点で」とするのが主流とされ、イ
スラム教では「受精後 40 日から」といわれる（響堂（2003））。 


















































































英国は、1953-2002 年の間に 19 名のノーベル医学生理学賞受賞者を輩出しているよう
に、生命科学技術においても、世界を先導する国の一つである（ちなみに、我が国では 1
名）。また、生殖関連等の技術において、1799 年の人工授精の実施、1978 年の世界初の












我が国では 1989 年までは、出生児も 211 人と少なく成功率も低かったといわれる（金
城 1998、122-123 頁）。しかし、1999 年時点で、471 施設、年間 1 万 2 千人（11,929 人、























に用いることができる存在として位置付ける見解が示された（2004 年 7 月）。この中
で、人クローン胚も同様な位置付けとして、作成・利用への扉を開くとされた。 
 
 ② ヒト受精胚を用いた ES 細胞樹立と研究 
    平成 13 年文部科学省告示第１５５号「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」
に沿って、研究の申請、確認の運用がなされている。 
   平成 16 年 7 月までに、1件の樹立計画と 15 件の使用計画が確認されている。 













  ④ 生殖補助医療（体外受精、顕微授精、人工授精、着床前診断、性選別） 



















り立つとしている(大陪審判大正 8年 12 月 13 日)。 
④刑法に定める堕胎罪（第 212-216 条）は着床後に適用される。 
 




  なお、死体解剖法（昭和 24 年 6 月 10 日、法律第 204 号）において、解剖の許可を必
要とする死体に含まれるのは「妊娠 4 月以上の死胎」としており、それ以前に死亡した
胎児に対する法的な規制はない。 






成・使用を規制している。また、「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」（ES 細胞指
針）を定めて、ヒト胚（余剰胚：生殖補助医療において廃棄する予定のヒト胚）を用い







  多分化能を有する幹細胞として、再生医療等への応用が期待される ES 細胞は、1981 年
に Evans らによってマウスで、1998 年 11 月に Thomson らによってヒトでの樹立が最初に
報告されたといわれている（Evans1981.Martin 1987. Thomson 1998.）。 
現在のヒト ES 細胞に関する特許としては、ヒト ES 細胞の商業利用についてはジェロ
ン社が特許に係る権利を持っているが、アカデミックな使用に関しては、米国ウィスコ
ンシン大の WARF (Wisconsin Alumni Research Foundation という技術移転機関。Thomson
教授のヒト ES 細胞の成果を管理し、Wicell という施設を有して、そこからヒト ES 細胞
のサンプル供与を行っている)が権利を有している。我が国では ES 細胞指針が 2001 年 9




逃せない。NIH がヒト ES 細胞樹立に対する資金提供を行ってこなかった米国では、民間
資金によって研究の推進がなされてきた。 
 
各国のヒト ES 細胞の細胞株の樹立状況は以下のようである。 
 
米国     ２７ 
スウェーデン ２５ 
インド    １０ 
韓国      ６ 
オーストラリア ６ 
イスラエル   ４ 
日本      １？ 
（合計    ７９） 
 
日本以外の国の数値は米国 NIH により認証されたヒト ES 細胞株の数を示す(NIH Stem 
Cell Registry 及び Walters (2002)をもとに作成)。 
 





















  ワーノック委員会はその検討に際して、証言 254 団体、695 通の手紙・付託書などの意











②緑書（Green paper 、Consultation Paper とも呼ばれる。問題の背景・論点・解決の
選択肢を示して社会に問う）の提示。 















会(Medical Research Council, MRC)と、任意加入の専門職能団体、英国産科婦人科学会 
(Royal College of Obstetrician & Gynecologist, RCOG)とが共同して自発的認可機関










けで、強制力を有し、独立しつつも国家的管理機関である現在の HFEA (後述、Human 
Fertilisation and Embryology Authority)とは、社会的位置付けが異なっていた。 
VLA は 1989 年以降 ILA (暫定的認可機関 Involuntary Licensing Authority for human 




このような経緯を経て、1990 年のヒト胚・受精法 HFEAct (Human Fertilisation and 




注図表 2-(7)：英国のヒト胚管理制度の成立過程（HFEAct と HFEA） 
 
 











                                                              
 











VLA: Voluntary licensing authority for human in vitro fertilisation and embryology 
ILA: Involuntary licensing authority for human in vitro fertilisation and embryology 
HFEA: Human fertilisation and embryology authority  
HFEAct：Human fertilisation and embryology act 
 
*及び**：注(7)の 1.項を参照
■Medical Research Council（MRC） （医学研究評議会） 
■Royal College of Obstetrician & Gynecologist（RCOG） 
                        （英国産科婦人科学会）




Department of Health 
（保健省） 
1990 HFEAct 
A Consultation Paper 
（緑書）＊      1986 
A Framework for Legislation 
（白書）＊＊      1987 
社会における議論 
専門職能団体等の主張 




































































2005 年末の時点では 257,765 人（日本透析医学「2005 年末の慢性透析患者に関する基
礎集計」）の実施となっており、毎年約 1万人の割合で増加しているといわれ、透析医療

























































すなわち、移植医療は 1950 年代の腎臓（一卵性双生児）における成功以降 60 年代に
は肝臓、肺、心臓で始められるなど本格的な進展を認めたものの、免疫抑制療法の発達
が十分ではなかった当初の治療成績は非常に悪く、初期の約 100 例（1968 年）の心臓移




































































































































































































注図表 3-(3)：世界各国・地域の脳死臓器提供件数の図 （PMP:人口 100 万人当たり





 （澤田 1999/2004、町野・秋葉 1996、松本 2004 を参照） 
























































 提供する（「どちらかといえば」を含む） 提供しない（「どちらかといえば」を含む） 
脳 死        ３２．６％       ３５．４％ 














































平成 9 年 10 月 8 日健医発第 1329 号 厚生省保健医療局長通知 
改正：平成 10 年 6 月 26 日 健医発第 968 号 
平成 11 年 9 月 20 日 健医発第 1283 号 
平成 11 年 11 月 19 日健医発第 1588 号 
 
「臓器移植と検死その他の犯罪捜査に関する手続きとの関係等について」 












① 脳死を人の死と考える          １８．６％ 
② どちらかといえば脳死を人の死と考える  １６．８％ 
③ どちらともいえない           ２１．６％ 
④ どちらかといえば心臓死を人の死と考える ２３．３％ 
⑤ 心臓死を人の死と考える         １９．５％ 
⑥ 無回答                  ０．１％ 
  
ii）法律で定める生死の基準について 
① 脳死を生死の基準として一律に法律で定めるべきである ２１．３％ 
② 現在のように、脳死と心臓死が並立したままでよい   ６１・４％ 
③ 心臓死のみを生死の基準とすべきである        １６．２％ 
  ④ 無回答                        １．１％ 
 
（日本放送協会放送文化研究所、「2002 年 1 月科学技術・生命倫理に関する世論調査」、





















































注図表 3-(4)-4：＊注：臓器・組織バンクについて、関連のバンクに HAB 研究機構（NPO 法人、米国 NDRI
（National Disease Research Interchange 米国における移植不適合臓器・組織をバンク化）と国際協定
を結び、そこから供給された臓器・組織を我が国で提供する）、ヒューマンサイエンス振興財団「ヒューマ






















































創立から今まで（1999 年まで）に 2 万 5000 個を出荷し、2000 個が米国、カナダ、欧州の 500 の医療施
設で既に移植され、年間移植者数は約 3,000 件、うち小児が 60%を占め、同社の米国内シェアは 75%、従








































    生体  死体（脳死体・心臓死体） 
腎臓   83.9% (721)    16.1% (138) 













 ② ドナー、レシピエントの精神・心理的問題 













 さらに、臓器売買の一部は人身売買（現在地球上では約 1,000 万人が売買の対象とされ
ている）が関連しているともいわれている***。 
＊： 加藤(2004)、粟屋(1999)、Nanyan(2004)、第 39 回日本移植学会での取材より。 
 **：中谷(2001)、188 頁。小柳(1999)注 9 参照のこと。 
 ***：澤田 1999、加籐 2004。一部の人身売買は、臓器売買とリンクしている。 
    なお、人身売買の世界市場の収益は、年間推定 120 億ドルに至る（国際労働機関（ILO））といわ
れ、児童に限ってみると売買される児童の数は推定 120 万人といわれている（ユニセフ事務局長、
















1969 年 最初の生体腎移植の施行 
1979 年 脳死体からの最初の腎臓移植の施行 
1991 年 NPO の臓器斡旋団体の設立 
1993 年 大韓医学協会による「脳死が人の死」とする宣言＊ 
1999 年 韓国臓器移植法の議会での成立 
2000 年 韓国臓器移植法の施行ならびに国立臓器移植管理機関(KONOS)の設立 
法律の一部を改定 
 
  ＊：韓国において脳死臓器移植が盛んになり始めた 1992 年の国民の全国調査において、脳死に賛成












なお、韓国の臓器移植に関する情報は、 2004 年 5 月、韓国の現地調査を行い、①KONOS
（Korean Network of Organ Sharing）②ソウル大学医学部 Kim Ock-Joo 氏（生命倫理
学）、③聖マリア病院 Hee Ok Chun 氏（臓器移植コーディネーター）、④Asan Medical 
































② KONOS が、臓器移植の管理と促進、苦情処理を統合的に担う。 



























































































































































































2001 年度の年間統計によれば、移植待機患者数は、腎臓 3,531 人、肝臓 801 人、心臓 129
人などとなっており、それに対して移植実施数は、腎臓では脳死体 133 例、生体が 696 例、





































ソウルにある江南聖マリア病院の例では、1969～1999 年の約 1,500 人の腎移植者の分
析によると、レシピエント年齢は平均 37 歳（10～73 歳）、移植の 54%が血縁間の生体移
植、36%が非血縁者の生体移植、8.7%が死体となっている。非血縁者移植は、臓器移植法
成立後、夫婦・家族を除いて行われていない。同病院では、現在年間腎移植約 50 件、肝

























おり、例えば、以下などの報道がある（2007 年 7 月 16 日  読売新聞をもとに作成）。 
 
①「夫婦外の体外受精 160 組：根津医師実施、10 年で 124 人誕生」 
  不妊に悩む夫婦が第三者から卵子や精子の提供を受けて行う「非配偶者間体外受精」
が、国内でこれまでに 160 組に実施され、84 人が出産、計 124 人の子供が誕生している
ことを、実施した諏訪マタニティークリニック（長野県下諏訪町）の根津八紘（やひろ）
院長が明らかにした。 
  厚生労働省の厚生科学審議会は 2003 年、この治療を容認する報告書を出しているが、
日本産科婦人科学会は認めていない。厚労省と法務省の要請で、日本学術会議が生殖医
療のあり方を審議しており、ルール作りが急務となりそうだ。 




  根津院長によると、これまでに卵子提供を受けて体外受精した夫婦は 111 組。54 人の
妻が妊娠、10 人は流産したが、40 人が出産し、4 人は妊娠を継続している。40 人中 3
人は同じ方法で２回出産しており、生まれた子供は双子 10 組を含め、計 53 人だった。 
  精子のできない男性が精子提供を受けて体外受精を行ったのは 49 組で、44 人の妻が出
産、そのうち 14 人は同じ方法で 2 回出産した。生まれた子供は双子 11 組、三つ子 1 組
を含め、計 71 人となった。現在 1 人が妊娠を継続している。 
  卵子の提供者は、妻の姉妹 87 人（うち義妹 3 人）、いとこなど親類 12 人、友人・知人
12 人。精子提供者は夫の兄弟 23 人（うち義兄 1 人）、父 24 人、友人 2 人だった。この













②「孫」代理出産 他にも試み…50 代女性娘の卵子で妊娠せず（2007 年 4 月 12 日  読
売新聞） 
子宮がなく子供が産めない 30 歳代の女性に代わり、50 歳代の母親がこの女性の卵子を
使って妊娠、出産する「代理出産」を、諏訪マタニティークリニック（長野県下諏訪町）
が試みていたことが 12 日、明らかになった。 





  祖母が孫を産む形の代理出産は、根津院長が 2006 年 10 月、今回とは別の 50 歳代の女
















































  また、Gert（Bernard,  Morality, New York: Oxford University Press,1988, Chapter 
6and 7）の見解としては、以下のようなモラル原則(moral rule)が掲げられることにな
る。 
  ① 殺すな、② 苦痛を生じさせるな、③ 障害者にするな、④ 自由を奪うな、⑤ 楽し
みを奪うな、⑥ 欺瞞をするな、⑦ 自分の約束を守れ（または破るな）、⑧ 詐欺をする








































































































松 2005）。こうした事態に対し、英国ブレア政権は、医療費を 5 年間で 1.5 倍に増額（対
GDP 費９%まで）、あるいは NHS 予算を 4 年間、毎年平均 6.3%の引き上げるなどの方針を








注（７） 2005 年 3 月現在のドイツ連邦医師会会長はノルトライン州医師会長である






イツの人口は約 8,200 万人、連邦には 16 州がある）、ドイツの中心的な州である。 




































（Tausend をもととする資料から作成。数値は 2003 年現在、資料提供：R. Henke 氏） 
各医師の州医師会加入の義務
付け等（州医療職法） 















































＊：Bäcker G.ら Sozialpolitik und sziale Lage in der Bundesrepublik Deutschland, 

















   2000 年に IQN の援助で発足し脳卒中発作の集中治療を受け持つ病院が参加できるプ
ロジェクト。本プロジェクトにより診療の現状を評価し、改良によって適正化を図るこ






































2 号：医師、歯科医師及び薬剤師を代表する委員(8 名) 
3 号：公益を代表する委員（4名） 
4 号：専門委員（9名） 
会長は 3 号側委員である（2005 年 6 月 15 日現在）。この中で、2 号側委員は日本医師会
















注（15）Max Geraedts, Heinrich Heine Universität Duesseldorf 教授の分析による。1997
年時点の分析において、収入全体に占める医療保険の比率（Geraedts 2005 私信）。出典





























1-1 州医療職法（ノルトライン・ヴェストファーレン州(Nordrhein-Westfalen)の 1994 年
版を例に＊） 
＊：本稿では 1994 年版（岡嶋訳）をもとに内容を概観する。同州医療職法はその後改定されている。 
 




















委員数 41 名以上 121 名まで、4 年の任期であり、各選挙区、すなわち、医師 250 名、薬





















































1-2 医師職業規則（「医師職業規則（範型）」(Muster-) Berufsordnung  die deutschen für 

























 ③ 医師でない共働者との対応：差別扱いせず、労働法の規定を遵守する。 
 
































れていたが、2004 年 6 月より、生涯研修は罰則付きの義務化とされた（岡嶋 D133・資料３）。 








Fortbildung und Frotbildungszertifikat）（岡嶋 D134・資料２）を発行している。その中











































スペシャリティー（本例では内科）に 1 年間を繰り込むことができる。したがって、6 年間
に 1 年を加えた 7 年間の研修が必要となる。 
















































                                （岡嶋 2005） 
 








































職業裁判所の裁判官の構成は、一審では 1 名の職業裁判官と 2 名の医師、上級審では裁






























 §４委員会の構成：代議員大会で委員とその代理人を選出する（任期 4年）。 
 §５委員の除名と忌避：SGB X §16 に従う。 




 §10 手続きの開始：手続き手順、口頭審理等。 
 §11 懲戒手続きの停止：当該違反に対する刑事手続き、職業裁判所手続き等係属の場合。 
 §12 記録閲覧と訴訟代理人：医師又は裁判官資格を有する法律家による代理。 
 §13 口頭手続き：懲戒委員会は口頭手続きを行って後に裁定する。 
 §14 裁定：懲戒委員会は非公開の合議により多数決で裁定する。 




 §18 上訴：上訴ができる。 
 §19 執行：過料は報酬等から支払う。過料は保険医協会に入る。 




























 鑑定の実施状況を、ノルトライン州(1995 年時点)を例に概観すると、人口 930 万人、実
働医師数 32,332 人の同州において、寄せられた苦情数は約 1,300 件であり、そのうち医療









































 ドイツにおける倫理委員会の歴史は 1973 年のゲッチンゲン大学の倫理委員会がさきがけ 
図表 4-(7)-1：鑑定委員会の実績 
総数           ７７３件     
・医療過誤を認めた     ２８７（37%) 
・医療過誤を否定      ４５０（58%） 
・医療過誤が確定できない   ３６（ 5%） 
――――――――――――――――――――― 
・賠償保険が支払われた   ２１４（28%） 医療過誤を認めた例中 75% 
・鑑定終結後の訴訟件数    ８１（10％） 
・鑑定結果に沿う判決        90% 









理委員会」は薬事法（AMG）40 条 1 項 2号、医薬品製造物法（MPG）20 条 7 項、医師職業規










 中央倫理委員会の構成は、少なくとも医学系 5 名、哲学・神学 2 名、自然科学 2 名、社
会学 1名、法学 2名（全員で 16 名以内）とされており、任期 3年で再任可である。 
 
 なお、ドイツにおいて研究も含めた生命倫理問題の検討は、連邦議会の「現代医療の法





 [補足] マイスター制度 
マイスターは中世以来の伝統をもち、1953 年以来法制化されている職業制度である。手
工業法 Gesetz zur Ordnung des Handwerks に盛り込まれた職種（大工、煙突掃除、自動























































 以下注図表 4-(17)-2 に病院協会と GBA 等の関与のあり方を模式的に記載した。 
 



























GBA    
連邦共同委員会 

























































① SGBV と改正法           ③ 業績と補償の交渉 
② 包括的な補償の交渉        ④ 州病院協会と連邦病院協会 
 
 





















連 邦 全 体




















































































































































































































じる頻度は、必ずしも高いとはいえず（人口 10 万人当たりの弁護士数でみると、我が国 15











































「技術士法」昭和 58 年 4 月 27 日法律第 25 号（最終改正：平成 12 年 4月 26 日法律第 48 号） 
第 6章 技術士会 
（設立）  
第 54 条 技術士は，全国を区域とする一の日本技術士会と称する民法第３４条の規定によ
る法人を設立することができる。  
（日本技術士会の目的）  







計士協会 HP）。同協会は、1949 年に任意団体として設立後、1966 年に「公認会計士法」（昭




















































ドイツ基本法 Grundgesetz fuer die Bundesrepublik Deuschlund 
社会法典 SGB－Gesetzliche Krankenversichrung－, Viertes Kapitel Beziehungen der 
Krankenkassen zu den Leistungserbringern, Zweiter Abschitt, 
Beziehungen zu Ärzten und Zahneärzten, Sechster Titel, 
Landesausschuesse und Gemeisamer Bundesausschuss, 
医師法 Bundesärzteordnung 
ドイツにおける患者の権利 患者と医師への手引き Patientenrechte in Deutschland 
Leitfaden für Patienten und Ärzte 
医師免許規則 Approbationsordnung für Ärzte 







医師職業規則（範型） (Muster-) Berufsordnung für die deutschen Ärztinnen und Ärzte 
卒後研修規則（範型）  (Muster-) Weiterbildungsordnung 
保険医協会懲戒規定 Disziplinarordnung der Kassenaerztlichen Vereinigung 
救急業務規則 Gemeinesame Notfalldienstordnung 










・ドイツ保険医協会 Bundeskassenärztlichen Vereinigung 




Gutachterkommission fuer aerztliche Behandlungsfehler bei der 
Aerztekammer 
・医師職業裁判所  
・連邦保健医療社会保障省（連邦保健省）Bundesministerium für Gesundheit und Soziale 
Sicherung 
・連邦社会保険庁 Bundesversicherungsamt  



























  また、『平成 15 年度 科学技術の振興に関する年次報告：第 159 回国会（常会）提出』




 ① 科学技術に関わるユネスコのプログラムに関する助言を行う。 






・Statutes of the World Commission on the Ethics of Scientific Knowledge and Technology (COMEST) 
注 釈 
 150 
(Adopted by the Executive Board of UNESCO at its 154th Session, on 7 May 1998) 
・コメストの構成員 


















なった。会議は、松浦ユネスコ事務局長、ジャン IBC 委員長(カナダ)など IBC 関係者らに加え、我が国
からは皇太子を始め、小坂文部科学大臣、石澤上智大学長、薬師寺総合科学技術会議議員らを開会式に
迎えて、300 名を超える参加登録者という盛況の中、3 日間で 5 つのセッションがもたれた。 





「生命倫理及び人権に関する世界宣言（Universal Declaration on Bioethics and Human Rights）」が
2005 年 10 月にユネスコ総会にて採択されたのを受けて、同宣言について討議する最初の IBC 総会とい







































































う必要があると考えられる。(牧山 2004・2005a・2005b、野口 2005) 
 




























ドイツにおける倫理委員会の歴史は 1973 年のゲッチンゲン大学の倫理委員会が 魁
さきがけ
とい















 中央倫理委員会の構成は、少なくとも医学系 5 名、哲学・神学 2 名、自然科学 2 名、社











 オランダでは 1998 年に「ヒト被験者を伴う医学的研究に関する法律」(Medical Research 
Involoving Human Subjects Act(WMO))が成立し、被験者を伴う臨床研究に係る政府の中央
倫理委員会(Centrale commissie mensgebonden onderzoek(CCMO))の設立を含む、以下の事
項に関する法制度が整備された。 
① 実施施設内倫理委員会 METC（我が国では IRB）が一次的に研究プロトコールを審査す
るが、CCMO が METC の認証と監督を行う。 




⑤ WMO の実現への寄与ならびに適用に関する情報の提供。 
⑥ METC から提出される年次報告書の登録。 
 
 CCMO の 11 名の構成員は、倫理学者 2名、分子遺伝学者・研究方法論学者・薬理学各 1名、







辺 2003・2005、牧山 2004。牧山 2008。 
 
注（11）平成 15 年度及び平成 16 年度『科学技術の振興に関する年次報告』。 
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